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電子商取引の比率は、現在、17 年度の実績として、B to B（企業間取引）市場では 29.6%
（電子商取引総額 317 兆 2110 億円）、B to C（消費者向け取引）市場では、5.79％（電子商
取引総額 16 兆 5054 億円）であった。それぞれ前年比で B to B は 1.3P、B to C は 0.36P 上






























































































































































































































































































流通費用を引き下げる有力な方法となったのである（高嶋 1994, van Hoek2001,Robinovich 





















































































クル 3,604 億円、たのめーる 1535 億円、カウネット 975 億円（いずれも 2017 年度年間売
上、企業ホームページより）と大きく差がついている。ブランド認知度も、アスクル７位、
カウネット 17 位、たのめーる 20 位以下（日経 BP 社、ブランドジャパン 2018）となってお
り、アスクルの一人勝ち状態である事は明白である。その理由については、やはりこのオフ
ィス用品通販という市場を生み出したアスクルに先行者利益があると考えられるが、2012























































































































































































【調査方法】ネットサイト（Google form）による質問文に対する 5 段階評価アンケートを 
用意し、案内 URL を記した案内メールを文具事務用品小売企業 5731 社へ送信 
【調査期間】2018 年 10 月 29 日（月）～11 月 16 日（金）約 3週間 
【調査対象】オフィス用品製造販売会社と売買契約を結んでいる日本国内小規模小売企業 






見。また、（平成 26 年度商業統計 2015）から、文具小売業は事業所数 7254、従業員数 2万
6222 人、年間販売額 3506 億円という統計数値が出ており、計算すると、1社あたりの平均






【回収結果】最終メール開封数：1,174 社（参考：メール開封率 20.5％） 
アンケート閲覧数： 364 社（参考：アンケート開封率 31.0％） 
アンケート回答数：  135 社（参考：アンケート閲覧比 37.1％） 





























































年商 0.9 億円、従業員数３名」、②「東京御茶ノ水 B 社、年商 2.5 億円、従業
員数５名」、③「東京神田 C 社、年商 2.4 億円、業員数４名」④「福岡 D 社、
２０ 
 
年商 1.5 億円、業員数５名」⑤「京都 E 社、年商 10 億円、業員数 15 名」⑥
「大阪 F 社、年商 1 億円、業員数５名」⑦「晴海 G 社、年商 0.8 億円、2 名」





にインタビューを実施した。その内訳は、東京都内 4 社、京都市 1 社、大阪市 1社、福岡市
1 社の計 7社である。数としては十分とは言えないが、並行して行った文具小売店 135 社ア
ンケートと合わせ、特に仮説と関連する経営者の言質を獲得し、質的な分析を行う事を目的
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の売上比率も低く、シェア 5％以下に抑える企業が 38％（51 社）を占め、エージェント事
業を組み込んでいると回答する小売企業においても、35％以下に抑える企業が、5％以下の
企業以外に 36％（42 社）あり、74％の企業が依存度を低く抑えようとしている事が見える。 
 







































































































その結果について報告する。回答企業 135 社の内、最も多かったのは 1 億円～3 億円で 37
社、次に多かった 5 千万円～1 億円の 27 社と合わせ全体の 47％を占める。5 千万円以下が












じてインターネットによる売上比率は低く、5％以下が 40 社で母数の 30％を占める。5％～
















布（図 17）は 5％以下が 86 社で 64％と過半を占め、30％以下で 109 社 80％を占める。「卸
やメーカー提供のインターネット売上支援売上比率」分布（図 18）も 5％以下が 41 社で
30％、30％以下合計で 86 社 64％と低い売上比率の企業が多いが、60％以上の比較的高い売
上構成比率の企業も 20 社あり、特筆すべきは 95％～100％というほぼこの「卸やメーカー
提供のインターネット売上支援型」電子商取引プラットフォームのみで事業を行っている
企業が 11 社ある。「通販エージェントとしての売上比率」分布（図 19）は、5％以下が 51 社
で 38％と比較的高い比率を示している。売上比率 30％以下では 5％以下も含め 87 社で 64％
という状況と合わせ、売上貢献をしていないという事がわかる。但し、このプラットフォー
ムでも売上の 95％～100％を占める企業が「卸やメーカー提供のインターネット売上支援型」
同様に 11 社で 8％あり、１つの電子商取引プラットフォームのみで事業を行う企業も一定
比率存在する事も見えて来た。「EC モール出店による売上比率」分布（図 20）は、5％以下
が 104 社で 77％を占めている。25％以下では 5％以下も含め 120 社で 89％を占め、EC モー
ル出店は文具事務用品小売業には向かないと敬遠しているか、出店していてもほとんど売


























































































































































































































































































































































































































































































































































































引プラットフォーム選択当時と現時点で比較した。質問 1 の分布（図 21）については、選





ほどではないが、選択時は 3.659 であり、現時点の平均値は 3.378 と低下している。特徴と
しては、好感の分布が減少しているが、評価のバランスは大きくは崩れておらず両立につい
ては実現したと考えている企業が多い事がわかる。質問３の分布（図 23）も、平均値は選
択当初 3.578、現時点は 3.199 と質問１と同等に大きく下げている。選択当初の平均値は全
ての質問の中で最も高く、取引コストに関する期待感は大きかったと言え、その反動もあっ
て平均値を大きく下げたのではないかと思われる。質問４の分布（図 24）は、選択時の平





















（図 21）                    （図 22） 
 
 



























 表３に示すように重回帰分析の結果は、全体の回帰関係 F 値は有意水準 1％で有意、寄与









質問1-1. 質問1-2. 質問2-1. 質問2-2. 質問3-1. 質問3-2. 質問4-1. 質問4-2. 質問5-1. 質問5-2. 年商
質問1-1. 1
質問1-2. 0.742 1
質問2-1. 0.530 0.475 1
質問2-2. 0.511 0.550 0.718 1
質問3-1. 0.360 0.340 0.431 0.379 1
質問3-2. 0.423 0.539 0.441 0.506 0.648 1
質問4-1. 0.156 0.038 0.074 0.003 0.150 -0.017 1
質問4-2. 0.216 0.203 0.267 0.184 0.286 0.334 0.530 1
質問5-1. 0.396 0.494 0.313 0.313 0.359 0.465 0.155 0.235 1
質問5-2. 0.390 0.517 0.375 0.420 0.310 0.433 -0.010 0.200 0.696 1
年商 0.261 0.282 0.225 0.272 0.137 0.197 0.006 0.039 0.090 0.123 1
質問2-1. 質問2-2. 質問3-1. 質問3-2. 質問4-1. 質問4-2. 質問5-1. 質問5-2. 年商
質問2-1. 1
質問2-2. 0.718 1
質問3-1. 0.431 0.379 1
質問3-2. 0.441 0.506 0.648 1
質問4-1. 0.074 0.003 0.150 -0.017 1
質問4-2. 0.267 0.184 0.286 0.334 0.530 1
質問5-1. 0.313 0.313 0.359 0.465 0.155 0.235 1
質問5-2. 0.375 0.420 0.310 0.433 -0.010 0.200 0.696 1
年商 0.225 0.272 0.137 0.197 0.006 0.039 0.090 0.123 1
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 -0.798 0.445 -1.794 0.075 -1.678 0.083 -1.678 0.083
質問2-1. 0.063 0.134 0.472 0.638 -0.202 0.328 -0.202 0.328
質問2-2. 0.010 0.123 0.083 0.934 -0.234 0.254 -0.234 0.254
質問3-1. -0.042 0.106 -0.399 0.690 -0.253 0.168 -0.253 0.168
質問3-2. 0.227 0.119 1.905 0.059 -0.009 0.463 -0.009 0.463
質問4-1. 0.006 0.096 0.065 0.948 -0.184 0.196 -0.184 0.196
質問4-2. -0.005 0.101 -0.052 0.959 -0.206 0.195 -0.206 0.195
質問5-1. 0.005 0.114 0.041 0.967 -0.220 0.230 -0.220 0.230
質問5-2. -0.014 0.115 -0.126 0.900 -0.242 0.213 -0.242 0.213
年商 0.247 0.030 8.180 0.000 0.187 0.306 0.187 0.306
分散分析 自由度 変動 分散 分散比
重相関 R 0.655 回帰 9 102.529 11.392 10.443
重決定 R2 0.429 残差 125 136.360 1.091












同様の結果で、質問間の相関は低くなり、全体の回帰関係 F 値は有意水準 1％で有意、寄与
率 R 値も 39％で説明変数も有効であったが、やはり質問個々の有意確率 P 値が高いため有
効な分析とはならなかった。参考までに相関の強いそれぞれの質問を外した場合の目的関




回帰統計 分散分析表 自由度 変動 分散 分散比
重相関 R 0.608 回帰 5 90.735 18.147 15.1576
重決定 R2 0.370 残差 129 154.442 1.197
補正 R2 0.346 合計 134 245.178
標準誤差 1.094
観測数 135
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 -0.743 0.459 -1.618 0.108 -1.652 0.165 -1.652 0.165
質問2-1. 0.102 0.107 0.953 0.342 -0.109 0.313 -0.109 0.313
質問3-1. 0.092 0.093 0.983 0.328 -0.093 0.277 -0.093 0.277
質問4-1. -0.040 0.080 -0.496 0.621 -0.198 0.119 -0.198 0.119
質問5-1. 0.049 0.087 0.558 0.578 -0.124 0.222 -0.124 0.222
年商 0.242 0.031 7.773 0.000 0.180 0.303 0.180 0.303
有意 F
0.000000000011
回帰統計 分散分析表 自由度 変動 分散観測された分散比
重相関 R 0.606 回帰 5 90.042 18.008 14.974
重決定 R2 0.367 残差 129 155.136 1.203
補正 R2 0.343 合計 134 245.178
標準誤差 1.097
観測数 135
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 -0.628 0.436 -1.442 0.152 -1.490 0.234 -1.490 0.234
質問1-1. 0.058 0.102 0.573 0.568 -0.144 0.260 -0.144 0.260
質問3-1. 0.111 0.090 1.228 0.222 -0.068 0.289 -0.068 0.289
質問4-1. -0.044 0.081 -0.550 0.584 -0.204 0.115 -0.204 0.115
質問5-1. 0.049 0.090 0.541 0.590 -0.130 0.227 -0.130 0.227






図 26（質問１外し）              図 27（質問２外し） 
 
次にもう一つの質問の括りである現時点での思いを聞いている枝番２の 5 つの質問につ
いて重回帰分析を行う。５つの質問間の相関は、表６が示すように、質問 1-2 が質問 2-2、
質問 3-2、質問 5-2 と強い相関を持つことが判明し、質問１を除いて分析を行った。今度は
質問 2-2.と質問 3-2.の相関関係が強まったため、質問 1-2.と質問 2-2.を両方外し再度行
ったところ表７にあるように質問間の相関については有効な値を得たので、重回帰分析に
進んだ。重回帰分析の結果としては、全体の回帰関係 F 値は有意水準 1％で正の値を示し、













質問1-2. 質問2-2. 質問3-2. 質問4-2. 質問5-2. 年商
質問1-2. 1
質問2-2. 0.550 1
質問3-2. 0.539 0.506 1
質問4-2. 0.203 0.184 0.334 1
質問5-2. 0.517 0.420 0.433 0.200 1










        
     図 28 
  
質問3-2. 質問4-2. 質問5-2. 年商
質問3-2. 1
質問4-2. 0.334 1
質問5-2. 0.433 0.200 1
年商 0.197 0.039 0.123 1
回帰統計 分散分析表 自由度 変動 分散 分散比
重相関 R 0.653 回帰 4 102.285 25.571 24.225
重決定 R2 0.427 残差 130 137.227 1.056
補正 R2 0.409 合計 134 239.512
標準誤差 1.027
観測数 135
係数   標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 -0.703   0.342 -2.057 0.042 -1.380 -0.027 -1.380 -0.027
質問3-2. 0.222   0.087 2.541 0.012 0.049 0.394 0.049 0.394
質問4-2. -0.001   0.081 -0.013 0.990 -0.161 0.159 -0.161 0.159
質問5-2. 0.001   0.084 0.009 0.993 -0.166 0.168 -0.166 0.168

















答ごとに行い、表 9の結果を得た。つぎに、表 10 にまとめた「対応ある t検定による選択
当初と現在の差の検定確率（P 両側）」を確認し、質問 4 は値が大きく差があるとは説明出
来ないが、質問 1. 質問 2. 質問 3. 質問 4. の検定活率は１％以下で有意であり、対とな
る２つの質問に明らかに差があると言える。よって、質問ごとの差を説明変数とし、インタ
ーネット売上を目的変数として重回帰分析を行った。分析にあたり質問間の相関を調べた
が、表 11 にあるように大きな相関関係は見られなかった。重回帰分析の結果は、表 12 が示
すように、回帰関係 F 値は有意水準 1％で正の値を示し、寄与率 R 値も 37％となり説明変
数も有効となった。但し、質問個々の有意確率 P値は、総じて高く有意水準 5％でも有意と

































t 境界値 片側 1.656
P(T<=t) 両側 0.0000000091










t 境界値 片側 1.656
P(T<=t) 両側 0.0001018










t 境界値 片側 1.656
P(T<=t) 両側 0.00000031










t 境界値 片側 1.656
P(T<=t) 両側 0.456










t 境界値 片側 1.656
P(T<=t) 両側 0.0000102
t 境界値 両側 1.978
質問1 質問2 質問3 質問4 質問5 条件
P両側 0.0000000091 0.000101795 0.00000031 0.455585089 0.0000102 <0.05
４９ 
 









質問1差 質問2差 質問3差 質問4差 質問5差 年商
質問1差 1
質問2差 0.177226 1
質問3差 0.232719 0.198824 1
質問4差 0.158083 0.014424 0.272399 1
質問5差 0.048284 0.09157 0.020457 0.173861 1







回帰統計 分散分析表 自由度 変動 分散 分散比
重相関 R 0.634 回帰 6 95.995 15.999 14.332
重決定 R2 0.402 残差 128 142.894 1.116
補正 R2 0.374 合計 134 238.889
標準誤差 1.057
観測数 135
係数  標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 -0.003  0.150 -0.022 0.983 -0.300 0.294 -0.300 0.294
質問1差 0.016  0.121 0.136 0.892 -0.224 0.256 -0.224 0.256
質問2差 0.004  0.116 0.033 0.974 -0.226 0.234 -0.226 0.234
質問3差 0.114  0.099 1.150 0.252 -0.082 0.311 -0.082 0.311
質問4差 0.057  0.084 0.678 0.499 -0.110 0.224 -0.110 0.224
質問5差 -0.033  0.101 -0.325 0.746 -0.234 0.168 -0.234 0.168










回答企業 135 社の内、47 社 34.8％になる事が判明した。そのため新たな仮説「インターネ
ットによる販売方法を導入するほど、会社全体の売上は伸びる」を加え、インターネット経




出す事で比較してみた。結果は、表 17 にあるように、インターネット経由売上比率が 5％
以上の企業８８社の y＝1 に対する確率の推定値の平均は 0.653、５％までの企業の推定値
の平均は 0,650 で、僅かにインターネット経由の売上を 5％以上持つ企業のほうが大きかっ
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